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研究成果の概要（和文）：剛体の衝突現象の効率的な数値解析法を活用して，非常に柔軟な構造を持つシステム
の解析手法を提案した．提案手法と従来法である非線形有限要素法による数値解析結果の比較により，計算性に
優れる手法であることを示した．また実験装置を製作し，実験結果と提案手法による実験結果を比較することで
よい一致を得ることができ，提案手法の有効性を実験的にも示した．さらに，提案手法の良い計算性を活用する
ことで，柔軟な構造を有するシステムの数値最適化を容易に行うことができることから，テザーを有する宇宙機
を対象とした効率的なテザー展開のための構造の最適化の一例を示した．

研究成果の概要（英文）：In this study, analysis method for a system with a very flexible structure 
is proposed and the method utilizes the analogy between the behavior of rigid body collision 
phenomena and system with very flexible structure. Comparison of numerical analyses by the proposed 
method and nonlinear finite element method as conventional method shows a good correspondence and 
the proposed method shows good computability compared to nonlinear FEM. Moreover, good 
correspondence between the experimental results and the numerical analysis results are obtained. 
Furthermore, by utilizing the good computability of the proposed method, numerical optimization of a
 system having a flexible structure can be easily performed and the proposed method is applied to 
the optimization problem of the structure of a spacecraft having a tether.

研究分野： Multibody dynamics
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 

人工衛星などの宇宙機を軌道上に打ち上
げる際，それらをロケットフェアリングの内
部に収納する必要があるため，軌道投入でき
る宇宙機の大きさには制限がある．そのよう
な場合，宇宙機を非常に柔軟な構造で構成し，
打ち上げ時には折り畳んでロケット内に収
納し，軌道投入後に展開して大きな構造を宇
宙空間で実現するという方法がとられる．  

このような非常に柔軟な構造を持つシス
テム（以下，「超柔軟システム」）は，柔軟構
造部と剛体構造部を有していることが一般
的である．たとえば剛体構造部には様々な機
器が搭載されており，目的に応じて剛体構造
部が柔軟構造部によって様々な方法で接続
されているというものである．柔軟な構造を
実現するために，非常に軽い材料を採用され
るため，柔軟構造部は剛体構造部に比べて質
量が非常に軽いものが一般的である．このよ
うな超柔軟システムを軌道上に投入する場
合，地球上では重力の影響が大きく，柔軟構
造物の軌道上での挙動を打ち上げ前に実験
的な方法で正確に把握することは極めて困
難であり数値解析が選択されることが一般
的である．しかしながら，非常に柔軟な構造
と剛体と見なせるような剛性の高い構造が
連成しているため，システムが有する固有振
動数の範囲が広範囲にわたり，数値解析にお
ける計算性の悪化などを招くことがしばし
ばある．また超柔軟システムなどのようなシ
ステムの柔軟構造部は大変形を受けるため，
一般的な有限要素法などの解析方法を用い
る場合は，モデルに対してより多くの要素数
を採用する必要があり，その結果として計算
時間の増大をもたらす． 

 

２．研究の目的 

超柔軟システムの特性に注目すると，柔軟
構造部は非常に柔らかいため，その変形によ
って発生する剛性力がその柔軟構造部に接
続さている剛体構造部の挙動に与える影響
は非常に小さい．剛体構造部に比べ柔軟構造
部の質量は一般的に非常に軽くなるため，柔
軟構造部の運動に伴って発生する慣性力の
剛体構造部への影響も非常に小さいと考え
られる．しかしながら，柔軟構造部が張力を
有するときは，剛体構造部の挙動へ大きな影
響を与える．このような性質を考慮すると，
柔軟構造部に張力がない場合はその系全体
への影響を無視し，張力を有する場合にのみ
それらの影響を考慮することで，長い計算時
間を低減しつつ適度な精度を維持したまま
解析ができると考えられる．しかしながら，
張力が加わっている（以下，「張力状態」）場
合と柔軟構造部が弛んでおり張力がかかっ
ていない（以下，「弛み状態」）場合について
の状態の遷移を考慮しつつ解析を行うと，接
続される柔軟構造部の個数の増加によるシ
ステムの複雑化につれて，可能性のある遷移
の組み合わせを決定する処理に非常に長い

時間を要する．ここで，超柔軟システムの例
として， 2 つの剛体が紐のような非常に柔軟
な構造で接続されている場合を考える．この
とき，紐の弛み量を紐の自然長さから紐の両
端の距離を引いた量として定義すると，弛み
量が正の値を持つとき張力は 0 となり，弛み
量が 0 のとき張力は正の値を持つという相補
性の関係が成立し，このような性質を利用す
ることで効率的な解析を行うことができる
と期待される． 

前述のような柔軟構造物の相補性に基づ
いた解析方法のうち，衝撃的な力を扱った方
法として Pfeiffer らによってユニラテラル・
コンタクトの考え方が提案されている．
Pfeiffer ら方法では，剛体の多点接触問題を
対象として，接触・衝突における状態遷移を
線形相補性問題に帰着させることで，正確か
つ効率的な解析を可能としている． 本研究
では Pfeiffer らの考え方と超柔軟システムの
挙動についての相似性に着目して，多点接触
問題に対するユニラテラル・コンタクトの考
え方を基にして超柔軟システムの動的解析
の方法を構築することを目的とする．また，
提案解析手法の高速計算性を活用して，テザ
ー衛星の最適化設計への応用を試みること
も目的とする． 

 

３．研究の方法 

（１）提案手法の基本的な考え方 
極めて柔軟な構造と剛体からなるシステ

ムについて考慮するために，図 1 に示すよう
な柔軟かつ軽量な紐の一端に剛体が接続さ
れており，もう一端が固定されている対象を
導入する．このとき，紐の質量は剛体の質量
に比べて十分に小さく，また紐自体の曲げ剛
性も剛体への運動が無視できるくらいに小
さいものとする．また，このシステムにおけ
る紐の弛みに関して，図 1に示すように「紐
の長さ」と「壁と剛体との距離」の差として
相対弛み量 s を導入する．このようなシステ
ムの運動を考慮する場合には，システムの状
態遷移を十分に考慮する必要があり，図 2に
示すように 2つの状態遷移が存在する． 
図 2上図（F1）は，張力状態からの弛み状

態への遷移であり，このときの張力と相対弛
み量の加速度について注目する．張力状態で
は紐に張力（正の値）が発生し相対弛み量の
加速度は 0となっているものの，紐の弛みが
発生した時点で，張力が消え相対弛み量の加
速度（正の値）が発生する．一方，図 3 の上
図（C1）に接触問題における接触状態からの
離脱を示す．接触状態では，抗力が存在する
一方，相対距離の加速度は 0 のままである．
接触状態から離脱に遷移するときに，抗力が
0 となり相対距離の加速度が正の値を持つ．
明らかに図 2 における F1 と図 3 における C1
は対応関係があり，状態の遷移について同様
の考え方ができる． 
また，図 2 下図（F2）は最初にシステムは

弛み状態にあり，その後に剛体の運動により



紐が伸びきった状態を経て，再び弛み状態に
なる遷移を表している．この際，張力状態に
なった際に無限小の時間で紐に衝撃的な張
力が発生し，相対弛み量の速度について方向
と量の変化が発生する．一方，このような状
態の遷移は Pfeiffer らの文献でも報告され
ており，図 3の下図（C2）は接触問題におけ
る衝突現象を表しており，相対距離を有する
状態から始まり，剛体の運動によって衝突が
起こり，衝突の前後において相対速度の方向
と量において変化が起こることを示してい
る．明らかに図 2 における F2 と図 3 におけ
る C2 においても対応関係があり，衝撃的な
事象の前後における速度に関する遷移につ
いて同様の考え方ができると考えられる． 
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図 1 解析対象の基本構造 
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図 2 超柔軟システムにおける状態遷移 
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図 3 接触問題における状態遷移 
 
（２）解析対象と定式化 
 前述で示した超柔軟システムと衝突問題
における状態遷移の相似性を用いて，図４に
示す対象の定式化を行う．基本的な方法は
Pfeiffer らの衝突問題の取り扱い方を活用
するため，図 4の対象について適用すること
で超柔軟システムに対する定式化の提案手

法の流れを示す． 
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図 4 定式化の対象 

 
図 4 の シ ス テ ム の 運 動 方 程 式 は

Tyyy ][ 21 を一般化座標ベクトルとして以
下のように表される． 
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であり，各記号は図 4 の通りである．また，
一 般 化 座 標 y と 相 対 座 標 ベ ク ト ル

Tsss ][ 21 の間には以下の関係が成立する． 
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である．このとき，式(1)，(7)および(8)を用
いると次式を得る． 
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このとき， is および i の間には相補性の関係
が成立することから，次のような線形相補性
問題を得ることができる． 

sisi BAs    (10) 

0is , 0i , 0 iis   (11) 

式(10)および(11)で表現される線形相補性問
題によって前述の図 2 における状態遷移 F1

を検知することができる．また線形相補性問
題については最適化手法等を用いて数値的
に容易に解くことができる． 

 次に図 2 における状態遷移 F2 を考慮する
ために，図 5 のように伸張フェーズ（[B]→



[C]）と収縮フェーズ（[C]→[D]）を考慮する． 
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図 5 状態遷移 F2 における仮定 

 

これは Pfeiffer らの衝突問題における圧縮
フェーズと膨張フェーズに対応させること
ができ，系の力積を考慮することで以下のよ
うな線形相補性問題を求めることができる． 


EE

B

iTEi

A

i

T

iiE swMws 


  1

 (12) 

0iEs , 0 iE , 0 iEiEs  (13) 

  





SS B

iEiEiNi

T

iiP

A

i

T

iiS swMwwMws   11

 (14) 

0iSs , 0iP  , 0iS iPs    (15) 

た だ し ， iTs , iEs , iSs は そ れ ぞれ 時 刻
, ,T E St t t t における相対弛み量の速度であ

り, ,i E i S  は伸張フェーズと収縮フェーズ
でやりとりされる運動量であり ,さらに

i P iS i i E     である．紙面の制限から,

式(12)～(15)の導出については割愛する．式
(12)および(13)で表される線形相補性問題か
ら伸張フェーズ終了後の相対弛み量の速度
とその際にやり取りされる力積が導出され，
さらにそれらの値と式(14)および(15)で表さ
れる線形相補性問題を用いて収縮フェーズ
終了後の相対弛み量の速度とその際にやり
とりされる力積が導出される．つまり，衝撃
的張力を経た後の挙動に関するパラメータ
を得ることができる． 
 以上より，図 2 における状態遷移 F1 およ
び F2 の両方について線形相補性問題で解く
ことができ，その間のモデルの切り替えを行
うことで，超柔軟システムの挙動に関する数
値解析を高速で実施することが可能となる． 
 
４．研究成果 
（１）数値解析による提案手法の検証 
 提案手法の妥当性を検証するために表 1に
示すパラメータを用いて数値解析を行った．
図 6に解析結果を示す．数値解析における初
期状態では床からの高さが [m]21 H および

[m]3.12 H のところに静止した状態として
おり，紐 1は張力状態であり，紐 2 は弛み状

態となっているため，運動の開始とともに質
量 2が重力加速度によって下向きに動きだし，
その後はパラメータに依存して各状態遷移
が発生し，様々な運動が発生する．また提案
手法では衝撃的張力が発生する際の前後の
相対速度に関して物体の衝突現象で仮定さ
れるような反発係数を設定することができ，
図 6は 2 つのパターンを示している．また各
図における赤および青の軌跡はそれぞれ質
量 1および 2の挙動を示している． 
図 6から明らかなように，柔軟構造部であ

る紐の反発係数によってその挙動が大きく
異なっており，図 6 上のように紐 2 の反発係
数が小さいときは紐 2 が伸びきったまま，紐
1 が伸縮を繰り返すような挙動となっており，
一方図 6下のように紐 1の反発係数が小さい
ときは紐 1が伸びきったまま，下の紐が伸縮
を繰り返すような形になっている．これは，
紐が軸方向に変形を生じにくい場合は，それ
に連なり接続されている変形の生じやすい
紐の方の変形が支配的になるという現象で
あり，物理的にも解釈できるものである． 

 
表 1 数値解析のパラメータ 

Parameter Value Parameter Value 

1r  0 [m] 1l  1 [m] 

2r  0 [m] 2l  1 [m] 

1f  0 [N] g  9.81 [m/s2] 

2f  0 [N] 1m  1 [kg] 

1l  1 [m] 2m  1 [kg] 

0 0.2 0.4 0.6 0.8 1
1

1.2

1.4

1.6

1.8

2

2.2

2.4

[s]Time

&

[m]

h
1

h
2

2

1

&

H

H

1: H

2: H

]kg[0.1,0.0,0.1 121  m

0 0.2 0.4 0.6 0.8 1
1

1.2

1.4

1.6

1.8

2

2.2

2.4

[s]Time

&

[m]

h
1

h
2

2

1

&

H

H

1: H

2: H

]kg[0.1,0.1,0.0 121  m

 

図 6 数値解析結果 
 
（２）従来法（非線形有限要素法）との比較 
ここでは，一般的な従来法である非線形有

限要素法と提案手法との比較を示す．非線形
有限要素法として，絶対節点座標法（ANCF）
を採用する．また，解析対象として図 7に示



すような天井から吊り下げられた紐と質量
を採用する．また各パラメータを表 2に示す．
ANCF によって定式化する際には紐と質量を
含めて 5 要素として定式化を行い，第 1 要素
を天井にピン支持し，第 1要素から第 4要素
を紐，第 5要素を質量とみなし，対応するパ
ラメータを割り当てている．さらに，本解析
では対象の質量は質点と仮定しているが，
ANCFにおいては長さ 1[cm]の梁要素としてい
る．また，ANCFによる定式化は本論文の本質
的な部分ではなく紙面の制限もあることか
ら，定式化の詳細については割愛する．初期
状態では質量が床から 1.43[m]の位置に静止
した状態であり，その状態からの鉛直方向の
運動に着目して数値解析を行った．また，
ANCF では質量の初期状態を与えることは容
易であるが，それに対応した紐の部分に関す
る初期状態を決定するのは容易ではなく，適
当な与え方を行うと不要な応力が発生して
しまい，厳密な静止状態を実現できないこと
がある．そこで不要な応力を排除し理想的な
初期状態を実現するために，準備的な数値解
析を行う．この数値解析では，鉛直下向きに
紐が伸びた状態に対して，質量部分に PD フ
ィードバック制御則による力を加え，十分に
長い時間の制御入力を与えることで，質量を
ある状態へと収束させつつ紐も静的な状態
へ収束させる．その収束した状態を，比較対
象のための数値解析の初期状態として使用
する． 
図 8 に提案手法および ANCF による数値解

析結果の比較として，質量の床からの高さで
ある H1 の時刻歴応答を示す．図 8 より明ら
かなように 2つの結果の間には大域的な挙動
に関して良い一致が得られており，従来法を
基準とした際の定性的および定量的な有効
性を確認することができる．一方，衝撃的な
張力の発生時にわずかな挙動の差が生じて
いることが分かる．これは，提案手法では紐
に関しては弾性を考慮しておらず，相対弛み
速度の変化が瞬時に発生している一方，ANCF
では弾性的な挙動により紐が自然長になっ
た直後に紐自体が衝撃的な張力を受けてわ
ずかに伸長しており，質量の高さが 1[m]以下，
つまり紐の長さが 1[m]以上になる瞬間が発
生しており，このような挙動の差が二つの時
刻歴応答の差につながっている．  
提案手法では大変形をするような軽量な

柔軟部分についての解析を大幅に省略する
ことで，より効率的な計算を行うことができ
るという狙いがあるため，その効果を検証す
るためにも図 8に示すそれぞれの数値解析に
要する計算時間の比較を行った．ある初期状
態から 1秒の時刻歴応答を計算するのに対し
て，ANCF では 1276.5[s]の時間を要するのに
対して，提案手法では 10.6[s]となっており，
計算時間を 99.2%削減することができている．
また，前述のように ANCF のような方法では
初期状態決定のための予備的な解析も必要
となり，それを含めると ANCF では 3209.2[s]

の時間を要するが，提案手法ではそのような
予備的な解析を必要としない．それゆえ，予
備的な解析も含めた比較を行うと，提案手法
では ANCF に比べ計算時間を 99.7％削減でき
ていると言うことができる． 
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図 7 解析対象 
 

表 2 数値解析時のパラメータ 
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図 8 非線形有限要素法との比較 

 
（３）実験検証 
提案手法の有効性を示すために実験検証

を行った．解析対象としては，図 4 と同様に
2 本の紐と 2 つの質量からなるシステムであ
り，それに対応する実験装置を図 9 のように
構成し，各パラメータを表 3 に示す．また，
実験結果を図 10に示す．図 10 において A，B
はそれぞれ質量１および 2の時刻歴応答であ
り，実線が提案手法による解析結果，点線が
実験結果である．結果より明らかなように定
量的にわずかな差があるものの，その挙動は
良く一致しており，提案手法の有効性が示さ
れた．特に赤い点線による枠に関しては質量
1 と 2 で特徴的な挙動が出ていることに注意
されたい． 

 
（４）テザーを有する宇宙機の設計最適化へ



の適用 
本提案手法は数値解析の計算性に優れて

いるため，高速で多くの計算を実施すること
ができると言える．準備的な研究により，テ
ザー衛星のテザーに小さな質量を配置する
ことで，テザーの展開挙動が異なることが確
認されており，その質量の配置個数や質量そ
のものの大きさによりテザーの展開挙動を
最適にすることが考えられる．そこで，図 11
に示すようなテザー衛星を対象として，テザ
ーの先端に取り付けた質量に力を加えるこ
とで展開を行う際に，テザー中間に配置した
質量を変えることで展開挙動を効率的に行
うように，提案手法による解析を活用した数
値最適化を行う． 

 

図 9 実験装置 
 

表 3 実験装置のパラメータ 

Mass1 and String1 Mass2 and String2

Parameter Value Parameter Value
r1 0.0425[m] r2 0.0425[m]
l1 0.33[m] l2 0.718[m]

m1 1.05[kg] m2 1.05[kg]

H1 1.114[m] H2 0.409[m]

ε1 0.609 ε2 0.726

Other parameters

Step time 0.01[s]
Integral 

time
0.6[s]

H 1.4865[m] g 9.81[m/s2]

fd 1.091[N] D 1.05
 

 
図 10 実験結果と数値解析結果の比較 

 

 
図 11 解析対象（テザー衛星） 

 
紙面の制限から詳細は割愛するが，図 12 に

解析の一例を示す．図 12はテザー1本あたり
に中間質量（図 11 における丸形状の質量）
を 3つ設置し，その質量の大きさ(横軸)を変
えたときに，テザーの展開の整定時間（縦軸）
を比較したものである．図より明らかなによ
うに中間質量が約 0.2kgのときに整定時間が
最小値となっており，最適な質量が存在する
ことが分かる．このような最適値を求めるに
は，繰り返し計算が必要があり，本手案手法
の高速計算を活用すると容易に可能となる． 

 
図 12 テザー衛星の中間質量に関する解析例 
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